
大阪医科薬科大学看護研究雑誌　第12巻（2022年3月）

117

身体拘束最小化を目指したチーム医療に関する文献検討

Literature Review on Team Approaches to the Reduction of Physical Restraint

山内　彩香1），瓜﨑　貴雄1），小松　尚司2），荒木　孝治1）

Saika Yamauchi 1），Takao Urizaki 1），Hisashi Komatsu 2），Takaharu Araki 1）

キーワード : 身体拘束, チーム医療, 精神看護

Key Words : physical restraint, team approach, psychiatric nursing

1）大阪医科薬科大学看護学部，2）医療法人 稲門会 いわくら病院

【資　料】

Ⅰ．はじめに
　「精神保健福祉資料（630調査）」によると，2020
年度のわが国の精神病床における身体拘束者数は
10,995人であり増加傾向が続いている。その増加
の要因の1つとして，精神科病院での認知症患者の
受け入れの増加が関連している可能性が指摘されて
いる（浅川他，2015）。また，精神科病院で身体拘
束を受ける患者は，認知症患者だけでなく統合失調
症患者も多い（厚生労働省，2020）。そのため，認
知症高齢患者の入院増加，統合失調症患者の高齢化
や身体合併症の併発に伴い，精神病床での医療安全
上の対応はより複雑になっていると考えられる。精
神病床を有する精神科病院や総合病院精神科におい
ては精神保健福祉法に則り，精神科医療が提供さ
れている。身体拘束の基準も同法と厚生省告示に
よって規定されており，厚生省告示130号に「患者
の生命を保護することおよび重大な身体損傷を防ぐ
ことに重点をおいた行動制限であり，代替方法が見
いだされるまでの間にやむを得ない処置として行わ
れる」ことが明示されている。身体拘束は通常であ
れば人権に反する行為であり，筋力低下，皮膚障害，
急性肺血栓塞栓症，屈辱感，無力感などさまざまな
弊害もある（鈴木他，2020）ため，心身機能が低

下している高齢者に対して実施される場合は，より
リスクが大きい。その心身への侵襲度の強さを鑑み
ると使用においては常に慎重を期すべきであり，漫
然と行われることがあってはならない。
　精神科医療に関する診療報酬改定では，2004年
に「医療保護入院等診療料」が新設され，その算定
要件として病院内に「行動制限最小化委員会」の設
置が義務付けられた。行動制限最小化委員会の活
動によって身体拘束者数の減少が期待されていた
が，2003年の身体拘束者数は5109人（厚生労働省，
2003）であり，その後も身体拘束者数が増加傾向
となっている。2015年に浅川らが精神科病棟を対
象に行った調査では，100施設のうち，行動制限最
小化委員会を設置している施設が99施設（99％），
行動制限に関するマニュアル・ガイドラインが整備
されている施設が95施設（95％） であった。以上
を踏まえると，組織内に行動制限最小化委員会は整
備されているものの期待どおりには機能していない
ことが窺える。
　一般科の病院においても認知機能や身体機能が低
下した高齢患者に対して転倒転落の防止，点滴や経
鼻経管栄養チューブの自己抜去等，治療の中断の防
止目的で身体拘束が行われている。2016年には認
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知症高齢者へのケアの質の改善のために診療報酬改
定で「認知症ケア加算」が新設された。2020年度
の診療報酬改定で評価体系が3段階となり，「認知
症ケア加算1」では，認知症患者に対する多職種チー
ムによる介入が評価されるが，身体拘束を実施した
日は100分の60に減算されることが規定されてお
り，行政により認知症患者に対する身体拘束最小化
の促進がはかられているといえる。
　精神科医療では，身体拘束は精神保健福祉法で規
定されているが，その他の病院では規定する法律が
ないため，指針として「身体拘束ゼロの手引き」（厚
生労働省，2001），「身体拘束予防ガイドライン」（日
本看護倫理学会，2018）といったガイドラインが
用いられている。精神科病院と一般科の病院で身体
拘束の対象者や制度に違いはあるものの，身体拘束
を最小化させる効果的な方策を見いだすことは共通
した喫緊の課題である。
　「身体拘束予防ガイドライン」（日本看護倫理学会，
2018）では，身体拘束の原因となる行動について
の検討，身体拘束実施，継続の判断を多職種で行う
ことが推奨されている。精神科医療においても行動
制限最小化委員会の組織人員に医師，看護師，精神
保健福祉士を含めることが規定されているが（天賀
谷他，2007），目下のところ身体拘束最小化の取り
組みは功を成しているとは言い難い。
　以上のことから，身体拘束最小化を目指したさま
ざまな臨床の場でのチーム医療の実践を整理するこ
とで，本邦の精神科医療において身体拘束最小化を
促進するための効果的なチーム医療に必要な視点を
検討することを目的に文献検討を行った。本研究の
結果は，本邦の精神科医療において長年の課題であ
る身体拘束を最小化させる方策を検討する上での一
助になると考える。 

Ⅱ．研究方法
１．用語の定義

1） 身体拘束とは，拘束具を用いて患者の身体を
ベッドや車いすに固定したり，ベッドの四方を
柵で囲い物理的に動けない環境を作ることで，
その運動を抑制する行動の制限とした。 

2） チーム医療とは，複数の専門職が連携して行う
医療とした。

２．文献検索方法および選定

　医学中央雑誌Web版，CINHAL Plus，PubMed
を用いて原著論文に限定してデータベース検索を
行った（2021年9月）。医学中央雑誌Web版では，
キーワードを「身体拘束」「チーム医療」とし検索
をしたところ63件であった。CINAHL Plusでは，
キーワードを「physical restraint」「team medical 
care」で検索すると0件，「physical restraint」「team 
approach」とすると9件であった。PubMedでは，
キーワードを「physical restraint」「team medical 
care」で検索すると121件，「physical restraint」「team 
approach」とすると43件であった。以上の文献の
中から，抄録のない文献，レビュー文献，日本語も
しくは英語以外の文献，身体拘束の最小化に向けた
チーム医療の実践について具体的な記載のない文献
を除外し，さらに重複した文献を除いた結果，最終
的に国内文献5件，国外文献5件の10文献が本研究
の分析対象となった。 
３．文献の整理と分析方法

　各文献の著者，発行年，国，研究方法 （①研究目的，
②チームの活動場所，③対象者，④チームの構成），
身体拘束最小化を目指したチーム医療の実践の概要，
実践の効果を要約し，マトリックスシートを作成し
た（表1）。また，身体拘束最小化を目指したチー
ム医療の実践を類似性の観点から抽象度を上げて整
理した（表2）。拘束という用語以外に行動制限や
抑制という用語が使用されている記述は，各文献の
用語の定義に身体拘束が含まれている場合や内容を
精読した結果，身体拘束を意味する場合は該当箇所
として抜粋した。 
　分析は主に第一著者が行い，分析結果について共
同研究者とともに検討した。 

Ⅲ．結果
１．身体拘束最小化を目指したチーム医療に関する

研究の概要

　対象文献の概要を表1-1，1-2，1-3に整理した。
国内の文献は5件（No.1，2，3，6，7），国外の文
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表1-1　対象文献一覧

2 
 

表 1 - 1  対象文献一覧 

番

号  

著者  

発行年  

国  

研究方法  

①研究目的  

②チームの活動場所 

③対象者  

④チームの構成 

 

身体拘束最小化を目指したチーム医療の実践の概要 

 

実践の  

効果  

1  及 川  

他  

2 0 2 0  

日本  

① 認 知 症 ケ ア チ ー ム 活

動 に よ り , 入 院 患 者 の

身 体 抑 制 （ 拘 束 ） が 減

少 し た こ と を 示 す 後 ろ

向 き 研 究  ② 地 域 医 療

を 支 え る 基 幹 病 院 ③ 認

知 症 ケ ア 加 算 の 対 象 と

な る 日 常 生 活 自 立 度 判

定 が Ⅲ 以 上 の 認 知 症 高

齢 者 と ス タ ッ フ や 家 族

か ら 介 入 依 頼 が あ っ た

患 者 ④ 認 知 症 ケ ア チ ー

ム：専任医師 2 名（精

神 科 ,  総 合 診療 科 兼 呼

吸 器 内 科 ） , 認 知 症 看

護 認 定 看 護師 ,  社 会 福

祉士 ,  薬剤師 ,  管理栄

養士 ,  作業療法士 ,  医

療 安 全 専 門員 ,  認 知 症

リンクナース   

チーム立ち上げと同時に身体抑制（拘束）をなくそうとの病

院方針が打ち出された。入院時に病棟看護師と認知症リンク

ナ ー ス が ス ク リ ー ニ ン グ 評 価 を 実 施 し , 回 診 の 対 象 者 を 選 別

した。薬剤・栄養・リハビリのチーム員は関連する情報があ

れば回診用テンプレートに情報を記載した。週１回の回診当

日は ,  開始前に 3 0 分ほどカンファレンスにて情報共有と重

点的に介入が必要な患者のケア方法や薬剤調整などを検討し

た。全ての病棟を回診し ,  事前の多職種カンファレンスで出

さ れ た 意 見 を 病 棟 看 護 師 に 伝 え な が ら , 実 践 可 能 な ケ ア を 提

案 し 協 議 し た 。 患 者 の 本 来 の 生 活 像 , 減 薬 を 考 慮 し た 薬 剤 調

整 , 身 体 抑 制 （ 拘 束 ） 解 除 を 重 視 し て 助 言 し た 。 身 体 抑 制

（ 拘 束 ） が 行 わ れ て い る 患 者 で は 代 替 案 を 提 案 し , 現 実 見 当

識訓練 ,  ベッド周囲の環境整備 ,  視線を合わせ触れながら行

う コ ミュ ニ ケー シ ョン , チュ ー ブ類 の 固定 方 法 ,  排 尿誘 導 な

ど を 提 案 し た 。 ま た , ケ ア の 困 難 な 部 分 に 対 す る 助 言 の み な

ら ず , 病 棟 が 主 体 的 に 行 っ て い る 有 効 な ケ ア や 成 功 事 例 を ポ

ジティブフィードバックした。毎月 1 回 ,身体抑制（拘束）

の 調 査 を 実 施 。 院 内 研 修 は , 全 職 員 を 対 象 に 認 知 症 の 基 礎 知

識 ,  環境調整 ,コミュニケーション ,パーソン・センタード・

ケ ア ,非 薬物療 法 ,高 齢者疑 似体 験 ,転倒 転落 など の内 容で 実

施した。   

代 表 病 棟

（ 呼 吸 器 内

科 ） 調 査 に

よ る と , 回 診

導入後 , 2 年

半 で 身 体 抑

制 拘 束 ） 数

は 9 2 . 3％減

少 , 身 体 抑 制

拘 束 ） ゼ ロ

の 日 は 0 日

か ら 1 年 後

に 1 2 4  日と

なった。   

2  仲  

2 0 2 0  

日本  

① 身 体 行 動 制 限 （ 拘

束 ） を 実 施 し た 割 合 を

経 時的に 比較し ,  認知

症 ケ ア チ ー ム （ D e m e n

t i a  C a r e  T e a m ,  以

下 D C T ）を中心とした

取 り 組 み を 考 察 す る ②

急 性 期 病 院 ③ 入 院 時 ス

ク リ ー ニ ン グ 「 認 知 症

高 齢 者 の 日 常 生 活 自 立

度 判 定 基 準 」 Ⅲ a 以 上

に 該 当 す る 患 者 ④ 認 知

症 ケ ア チ ー ム ： 神 経 内

科 医 師 , 認 知 症 看 護 認

定 看護師 ,社会 福祉士 ,

病 棟看護 師 ,薬 剤師 ,事

務  

回 診 時 は 短 時 間 で 情 報 が 得 ら れ る よ う に 情 報 シ ー ト を 用 い

た 。 ま た , 心 理 的 安 全 と な る よ う 話 し や す い 雰 囲 気 を 作 っ

た。身体行動制限中の患者や B P S D ,せん妄のある患者への対

応 を中 心に ,睡 眠や 生活 リズ ムの 改善 ,環 境調 整 ,など を検 討

し た 。 身 体 行 動 制 限 中 の 患 者 に 対 し て は , で き る 限 り 患 者 の

ベ ッ ド サ イ ド に 行 き そ の 状 態 を 確 認 し , 工 夫 し て い る 点 は 承

認 し た 。 チ ー ム 活 動 を 具 体 化 す る た め に , 「 身 体 行 動 制 限 減

少チーム」「院内デイケアチーム」「認知症ケア実践チーム」

の３つのチームに分け到達目標を掲げチーム活動に取り組ん

だ。全職員を対象に「認知症対応力向上研修」「認知症看護」

「 B P S D に対する薬物療法」 ,新入職全職員を対象に認知症看

護 認 定 看 護 師 が 中 心 と な り 認 知 症 サ ポ ー タ ー 研 修 を 実 施 し

た。看護部（目標管理,離床への取り組み,看護職員教育,  看

護師長会・看護主任会）との協働や他部門（リハビリテーシ

ョ ン科 , 薬剤部 ,栄養 科 ,事務 部） との 連携 も行 った 。事 務職

員が毎月当該患者数や身体行動制限数等をデータ集計し D C T

メンバーに報告した。 

は じ め の 1

年 間 と 多 職

種 と の 連 携

を 推 進 し た

そ れ 以 降 の

7 か 月 間 で

比 較 検 討 し

た 結 果 , 身 体

行 動 制 （ 拘

束 ） 実 施 割

合 は ， 2 9 .

6 ％ か ら ， 2

5 . 0 ％ ま で

有 意 に 減 少

し た 。（ カ イ

2 乗検定。 p

< 0 . 0 1）   

3  佐 野  

他  

2 0 1 9  

日本  

① 繰 り 返 す 頭 部 へ の 自

傷 で 2 0 カ 月 に わ た っ

て 身 体 拘 束 下 に あ っ た

自 閉 症 患 者 に 対 し て 医

師 と 看 護 師 が 連 携 し て

行 っ た 応 用 行 動 分 析 学

に 基 づ く ア プ ロ ー チ の

報告 

② 慢 性 期 精 神 科 病 棟 ③

頭 部 へ の 自 傷 を 繰 り 返

す 2 0 代 男 性 の 自 閉 症

患 者 ④ 精 神科医 師 ,  看

護師 ,  看護助手  

 

精神科医師が主導し患者と関わりの深い看護師 7 名 ,看護助

手 1 名を対象に ,自傷の機能に関するインタビューを行った

結 果 ,  自 傷 には 主 に関 係 者の 注 目を 得 る機 能 , 指 示動作 を 回

避 す る , 自 己 感 覚 を 誘 発 す る と い っ た 多 様 な 機 能 が 想 定 さ れ

た 。 医 師 が 医 学 的 介 入 を し つ つ , 看 護 師 も 応 用 行 動 分 析

（ a p p l i e d  b e h a v i o r  a n a l y s i s ） の ツ ー ル を 使 っ た 自 傷

の 機 能 分 析 を 学 び , そ れ に 基 づ い て 治 療 計 画 を 実 施 し た 。 具

体 的 には ,  患 者 の 行動 を 何日 間 か観 察 し , 問 題 行 動が起 き た

場 合 に あ ら か じ め 決 め て お い た ル ー ル に 従 っ て , 記 号 を 記 入

し て い く ス キ ャ ッ タ ー プ ロ ッ ト や , 問 題 行 動 が 繰 り 返 し み ら

れたときに三項随伴性シート（ある【行動】を起こすことで

【きっかけ】が【結果】のように変化することを随伴性があ

る と い う ） を 用 い て 随 伴 性 を 検 証 し , 問 題 行 動 の 機 能 を 調 べ

て い っ た 。 看 護 師 ら が そ れ ぞ れ の 意 見 を 明 確 化 し た り , 分 析

の 様 式 を 整 え た り し て ,  問 題 を 定 式 化 す る 場 を 設 け た 。 ま

た ,  統一した関わりができるように分析結果をそれぞれの看

護 師 か ら 病 棟 カ ン フ ァ レ ン ス で 共 有 す る こ と で , 対 策 も 次 々

と挙げられ実行されるようになった。   

介 入 後 ,  3

カ 月 で 自 傷

は 軽 減 し ,  

3 年 間 に わ

た り 日 常 生

活 環 境 下 で

安 定 し た 院

内 療 養 が 可

能 に な り ,  

退 院 に 至 っ

た。   
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表 1 - 2  対象文献一覧  

番

号  

著者  

発行年  

国  

研究方法  

①研究目的  

②チームの活動場所  

③対象者  

④チームの構成  

 

身体拘束最小化を目指したチーム医療の実践の概要  

 

実践の効果  

4  L i n ,   

e t  

a l .  

2 0 1 8  

台湾  

① 神 経 学 的 集 中 治 療 室

（ 以 下 ,  N I C U ） に お い

て ,  関 連 因 子 を コ ン ト

ロ ー ル し た 上 で , 多 職 種

の 身 体 拘 束 削 減 プ ロ グ

ラ ム が 身 体 拘 束 の 全 体

の 発 生 率 , 月 間 の 発 生

率 , 2 4 時間以上と 2 4 時

間 未 満 の 発 生 率 に そ れ

ぞ れ 及 ぼ す 効 果 を 検 討

す る ② 医 療 セ ン タ ー の

３つの N I C U 病棟③ 3 つ

の N I C U 病棟に 2 4 時間

以 上 入 院 し , 身 体 拘 束 を

受けた患者  

④ N I C U の看護師 ,医師 ,

薬剤師 ,呼吸療法士  

N I C U の患者が身体拘束を必要とする可能性のある 1 3 の

状 況 ・ 場 面を「 麻 酔 回 復（ A ）」「 行 動 予測 不 能 （ B ）」「 コ

ミ ュ ニ ケ ーショ ン 困 難 （ C ）」「 患 者 の 安 全へ の 危 険 （ D ）」

「抜管防止（ E）」「侵襲的治療の円滑化（ F）」の６つに分

類 し た 指 標 と 身 体 拘 束 に 至 る ま で の 手 順 を 示 し た フ ロ ー

チ ャ ー ト を 作 成 し た 。 ス テ ッ プ 1 ： プ ラ イ マ リ ー ナ ー ス

が A B C D E F 指標のリストを参照し ,  身体拘束の必要性を

評 価 し た 。 ス テ ッ プ 2 ： 身 体 拘 束 が 必 要 な 患 者 の 場 合 ,  

代替方法の使用可能性を評価し ,  N I C U の医師に同時に通

知した。ステップ 3：身体拘束の必要性を確認するため ,

医師 ,看護師 ,薬剤師 ,呼吸療法士によるコンサルテーショ

ン を 行 っ た 。 薬 剤 師 は 麻 酔 薬 の 最 適 な 効 果 を 得 る た め の

時 間 経 過 や 鎮 静 剤 の 薬 物 動 態 に 関 す る 情 報 を 提 供 し た 。

身 体 拘 束 が 開 始 さ れ る と 医 師 , 看 護 師 , 呼 吸 療 法 士 を 含 む

コンサルテーションチームが患者の認知行動状態 ,代替方

法の実現可能性を各勤務帯で評価し ,指標を用いて身体拘

束 の 適 応 を 再 確 認 し た 。 ス テ ッ プ 4 ： 身 体 拘 束 中 の 患 者

のケアと , 2 4 時間後の再評価を行った。 2 4 時間が経過し

た 時 点 で , 身 体 拘 束 が 継 続 し て い る 場 合 は , 身 体 拘 束 の 評

価プロセスをステップ１から再び開始した。   

身 体 拘 束 の 発

生 率 は 6 . 1 ％

か ら 3 . 2 ％ ,  

月 間 の 発 生 率

は 7 2 . 8 回 か

ら 3 6 . 2 回 , 2 4

時 間 以 上 拘 束

さ れ た 患 者 の

割合は 6 9 . 6％

から 3 4 . 1％に

減 少 し た 。 ロ

ジ ス テ ィ ッ ク

回 帰 モ デ ル の

結 果 , 2 4 時 間

以 上 の 拘 束 は

導 入 期 （ O R =

0 . 3 1 ） , 中 間

期 （ O R = 0 . 1

6 ） ,維持期（ O

R = 0 . 1 8 ） の 介

入 後 の 段 階 で

有 意 に 減 少 し

た。  

5  E n n s ,   

e t  

a l .  

2 0 1 4  

カナダ  

① 急 性 期 医 療 施 設 に 入

院 し て い る 高 齢 者 の 身

体 拘 束 を 減 ら す た め に

エ ビ デ ン ス に 基 づ い た

多 要 素 戦 略 を 実 施 し , 評

価する②急性期病院の 4

つ の 病 棟 ③ 月 1 回 の 拘

束 監 査 の 期 間 に 4 つ の

病 棟 に 入 院 し て い た 6 5

歳 以 上 の 高 齢 者 ④ 品 質

向 上 チ ー ム ： 老 年 看 護

ナ ー ス プ ラ ク テ ィ シ ョ

ナ ー （ 以 下 ,  N P ） ,  老

年 医 学 の 医 師 ,  品 質 向

上の専門家の医師  

病 棟 の 看 護 師 長 と 医 療 業 務 指 導 チ ー ム を 含 む 看 護 師 の リ

ーダーシップに働きかけ ,身体拘束最小化の提案を支持す

る こ と に 同 意 を 得 た 。 介 入 が 実 施 さ れ る 前 に 病 院 組 織 か

ら 身 体 拘 束 最 小 化 の た め に 品 質 向 上 チ ー ム に 協 力 す る よ

うに各病棟にメールで通知がなされ ,カルテエリアにも掲

示された。医師を対象としたワークショップでは ,老年医

学 の 専 門 家 が 拘 束 の 使 用 と そ れ に 伴 う 有 害 な 結 果 に 関 す

るエビデンスを検討し ,身体拘束を最小限に抑えるための

戦 略 を 説 明 ,  潜 在 的 な 障 害 を 克 服 す る 方 法 に つ い て 議 論

を行 った。新しい 病棟の看護師を 対象に 1 5～ 2 0 分程度

の教育セッションが行われ ,老年看護の N P が身体拘束の

定義を確認し ,身体拘束に関する誤った信念と実際の結果

を議論し ,代替となる看護戦略を説明した。身体拘束の理

由 と 代 替 方 法 ,  ケ ア プ ラ ン 等 が 記 載 さ れ た ポ ス タ ー を 掲

示した。品質向上チームは週 1 回の回診を行い ,病棟の医

療 者 と 協 力 し て 身 体 拘 束 を 受 け て い る 患 者 や 危 険 の 高 い

患者を特定して個別のケアプランを立てた。月 1 回の拘

束監査でデータを収集した。  

介 入 前 の 4 つ

の 病 棟 で は , 1

3 ％～ 1 7％の患

者 が 拘 束 さ れ

て お り , 身 体 拘

束 の 大 半 は ベ

ッ ド レ ー ル で

あ っ た が , 介 入

後には 7％～ 1

4 ％ に 減 少 し

た 。 介 入 に よ

り 早 朝 （ 7

時 ） の 総 拘 束

数 の 中 央 値 が

介 入 前 （ 0 . 2

2 ） よ り 介 入 後

（ 0 . 0 6 ） に 有

意 に 減 少 し た

（ p = 0 . 0 1 ）。

6  服 部  

他  

2 0 1 4  

日本  

① 米 国 で 用 い ら れ て い

る コ ア 戦 略 に 示 さ れ る

具 体 的 な 介 入 方 法 の 隔

離 ・ 身 体 拘 束 使 用 防 止

ツ ー ル と し て 行 動 制 限

最 小 化 計 画 書 を 使 用 す

る こ と に よ る 行 動 制 限

量の変化を調査する  

② 単 科 精 神 科 病 院 の 2

病 棟 ③ 隔 離 ・ 身 体 拘 束

が 行 わ れ て い る 患 者 ④

看 護 師 ,  医 師 ,  作 業 療

法士 ,  精神保健福祉士 ,  

臨床心理士  

多職種協働で ,隔離・身体拘束使用防止ツールとして行動

制限最小化計画書を用い， 1 事例につき 1 0 分から 1 5 分

間 の カ ン フ ァ レ ン ス を 毎 日 （ 土 日 祝 日 を 除 く ）  開 催 し

た。また ,精神保健福祉法における隔離目的の 5 項目 ,身

体拘束目的の 3 項目を提示し，現在の隔離・身体拘束の

目 的 を 確 認 し た 。 行 動 制 限 最 小 化 計 画 書 の 内 容 は ,  患 者

属 性 ,  問 題 行 動 の 具 体 的 内 容 , 拘 束 の 理 由 ,  看 護 師 が 不

安 に 感 じ る こ と , 行 動 制 限 に よ っ て 改 善 さ れ た こ と , 行 動

制 限 を 行 う こ と で お き る 患 者 の 不 利 益 , ス ト レ ン グ ス , 目

標 ,プランとした。各事例において問題行動の具体的内容

を提示し ,  現在の隔離・身体拘束の目的を再確認し ,  ス

ト レ ン グ ス モ デ ル も 取 り 入 れ た 行 動 制 限 最 小 化 計 画 を 立

案 し た 。 カ ン フ ァ レ ン ス 開 催 後 は 行 動 制 限 最 小 化 計 画 に

基づき ,  看護計画の評価と修正を行い ,計画書の内容は電

子カルテに記録し情報共有を行った。   

介 入 研 究 前 後

3 カ 月 の 比 較

に よ る 身 体 拘

束 施 行 割 合 は ,

 A  病 棟 0 . 0 1

1 ％減少， B 病

棟  0 . 0 0 8 ％ 減

少 ,  身 体 拘 束

の べ 日 数 は A

病棟 4 . 3 日 ,  

B 病棟 7 . 7 日

減 少 で あ っ

た。   

 

  

表1-2　対象文献一覧
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表 1 - 3  対象文献一覧 

番

号  

著者  

発行年  

国  

研究方法  

①研究目的  

②チームの活動場所 

③対象者  

④チームの構成 

 

身体拘束最小化を目指したチーム医療の実践の概要 

 

実践の効果  

7  久米  他  

2 0 1 3  

日本  

① 認 知 症 治 療 病 棟 に お

け る 看 護 師 と 介 護 福 祉

士 か ら な る 行 動 制 限 最

小 化 チ ー ム の 活 動 開 始

前後 1 年間の行動制限

状 況 の 比 較 結 果 か ら 取

り 組 み の 成 果 と 今 後 の

課 題 を 考 察 し 制 限 最 小

化の発展につなげる 

②認知症治療病棟 

③ 身 体 拘 束 の 行 動 制 限

を 受 け て い る 患 者 ④ 最

小 化 チ ー ム ： 看 護 師 ,  

介護福祉士  

行動制限最小化委員会とは別に ,  病棟内での行動制限最小

化を目指し看護師 3 名と介護福祉士 2 名で行動制限最小化

チーム（以下 ,最小化チーム）を結成し ,毎月 1 回 ,カンフ

ァレンスを開き ,身体拘束者の現状の把握や解除に向けて個

別計画の立案 ,前月の計画実施についての評価・修正を行っ

た 。 カ ン フ ァレ ン ス の 内 容は 病 棟 会 議 時に 情 報 共 有 した 。

行動制限者に対し ,開放観察時間の検討を行い ,主治医の許

可 の 下 で 開 放中 の 経 過 を 観察 し た 。 転 落防 止 目 的 で 行動 制

限を行っている患者には,歩行訓練を計画し実施した。日勤

開始時に行動制限患者の計画を読み上げ ,計画が確実に実施

さ れ る よ う に各 職 員 へ 意 識付 け を 行 っ た。 薬 剤 の 影 響が 疑

われる不安定な歩行状態の患者は主治医へ報告した。また ,

個別的な取り組みとして,転倒予防と精神状態安定のための

取り組みを行った。   

最 小 化 チ ー ム

設 置 後 は １ 週

間 未 満 の 身 体

拘 束 者 の 比 率

が 高 く な っ た

（ 設 置 前 ： 1

週間未満 2 名

3 . 3 ％ ,  3 週

間以上 4 名 6 .

7 ％ , 設 置 後 ：

1 週間未満 1 2

名  

2 0 ％ , 3 週 間

以 上 4 名 6 .

7％）。  

8  P r e s c o t

t , e t  

a l .  

2 0 0 7  

アメリカ  

① 精 神 科 急 性 期 医 療 の

現 場 で ,  機 械 的 拘 束

（ 機 械 的 装 置 を 用 い て

人 の 動 き を 制 限 す る も

の ） を 減 ら す た め の 緊

急 対 応 チ ー ム の 活 用 に

つ い て の 報 告 ② 非 州 立

精 神 科 病 院 ③ 機 械 的 拘

束 を 受 け て い る 患 者 ④

身 体 拘 束 対 応 チ ー ム ：

医 務 部 長 ま た は 医 務 部

長 補 佐 ,  臨 床 監 督 者 ,  

看護師長  

機械的拘束が行われた場合には ,  実施されている部署の医

務部長または医務部長補佐 ,臨床監督者（カウンセラー ,ソ

ーシャルワーカー） ,看護師長からなる身体拘束対応チーム

が ,身体拘束後 2 4 時間以内に患者の主治医 ,  担当看護師 ,

臨床医で構成されるチームと面談した。面談では,「さらな

る 拘 束 が 起 こ る 可 能 性 を 減 ら す た め に は ど う し た ら よ い

か」について話し合われ ,身体拘束状況の簡単なレビュー ,

身体拘束に至った行動の原因に関する仮説の立案,さらなる

身 体 拘 束 の 可能 性 を 減 ら すた め の 仮 説 に基 づ く 具 体 的な 治

療法の変更の特定を行った。身体拘束対応チームの医師は ,

 希望に応じて投薬指示や治療計画の修正を行うことができ

た。受け持ち看護師または臨床医は,推奨される治療法の変

更を専用のフォーマットに記録した。   

機 械 的 拘 束 の

総 数 は ,  身 体

拘 束 対 応 チ ー

ム 導 入 前 の 6

週間（ 7 7 件）

か ら チ ー ム 導

入後の 6 週間

（ 4 9 件）で 3

6 . 4 ％ 減 少 し

た。   

9  H a n c o c k

, e t  a l .  

2 0 0 1  

アメリカ  

① 急 性 期 医 療 現 場 で 身

体 拘 束 の 使 用 を 減 少 さ

せ る た め の 多 職 種 に よ

る プ ロ ジ ェ ク ト に つ い

て 検 討 す る ② 移 行 期 ケ

ア 病 棟 ③ 身 体 拘 束 を 受

け て い る 患 者 ④ 正 看 護

師 , 准 看 護 師 , 看 護 助

手 , 看 護 管 理 者 , 薬 剤

師 ,  作 業 療 法 士 , 理 学

療 法 士 , 専 門 看 護 師 , 看

護 研 究 者 , 看 護 教 育 者 ,

精 神 科 リ エ ゾ ン 専 門 看

護師 ,ソーシャルワーカ

ー , 医 師 , ナ ー ス プ ラ ク

ティショナー 

研 究 者 は , 教 育 , 多 職 種 に よ る 回 診 , 拘 束 具 使 用 の モ ニ タ リ

ン グ と い う ３つ の 段 階 か らな る 身 体 拘 束最 小 化 プ ロ ジェ ク

トを立ち上げた。第 1 段階では ,移行期ケア病棟で看護の

研究者と教育者が非公式のミーティングを実施し,スタッフ

にプロジェクトの目的 ,代替方法 ,拘束具の適切な使用方法

について説明した。第 2 段階では拘束具の使用を減らすこ

とに焦点を当てた週 1 回の多職種による回診とカンファレ

ンスが実施され ,代替方法を検討した。翌週には提案した方

法の有効性を検討した。グループで戦略を練ることで ,創造

的 で 効 果 的 な解 決 策 が 生 まれ た 。 チ ー ムの 多 様 性 か ら患 者

の行動の生理的 ,精神的な原因を探ることができ ,対策がと

ら れ た 。 申 し送 り の 際 に 変更 点 を 話 し 合う こ と や 病 棟の 看

護 教 育 担 当 者 に よ る 毎 日 の フ ォ ロ ー ア ッ プ も 重 要 で あ っ

た。 家族も新しい アイデアの企 画や実行に参 加した。第 3

段階では ,拘束具の使用状況を毎月モニタリングした。   

プ ロ ジ ェ ク ト

の 結 果 , 転 倒

率 は 増 加 せ

ず , 拘 束 具 の

使用は 8 3％減

少した。   

1 0  M i o n ,   

e t  a l .  

2 0 0 1  

アメリカ  

① 長 期 療 養 施 設 で 採 用

さ れ て い る 多 要 素 介 入

戦略が ,病院環境での身

体 拘 束 の 使 用 を 安 全 に

減 ら す こ と が で き る か

ど う か を 判 断 す る こ と

②2 つの急性期病院の 1

4 の 病 棟 ③ 身 体 拘 束 を

受 け て い る 患 者 ④ 多 職

種チーム：老年医学者 ,

専 門 看 護 師 （ 以 下 C N

S）。  

身体拘束最小化プログラムは ,管理的 ,教育的 ,相談的 ,フィ

ードバック的の 4 つのコアな要素を含み ,管理的活動は ,主

要 な 臨 床 関 係者 と 管 理 関 係者 の 支 持 を 得る こ と を 目 的と し

た。教育的活動は ,医療スタッフと看護スタッフを対象とし

たグループ教育活動が実施され ,身体拘束の使用につながる

ことが多い症候群（転倒 ,せん妄 ,興奮）に焦点をあてた。

相談的活動は , C N S が転倒防止対策 ,せん妄の評価・予防・

管理 ,治療用機器の固定など具体的な対策を含めた個別ケア

プ ラ ン を 作 成 し , 実 践 の 指 針 と さ れ た 。 C N S と プ ラ イ マ リ

ーナースは毎日 ,老年医学者 , C N S , 病棟看護師は週 2 回回

診を行い,患者の治療計画や経過を検討した。毎月身体拘束

率が集計され ,病棟の担当者と臨床医に提供された。 

4 つ の 非 I C U

病 棟 ,  2 つ の

I C U 病 棟 で

は ,  身 体 拘 束

率 が 臨 床 的 に

重 要 な 変 化 で

ある 2 0％以上

減 少 し た ま

た , そ れ ら の

病 棟 で は 転 倒

や 治 療 中 断 の

発 生 率 は 増 加

しなかった。  

 

 

表1-3　対象文献一覧
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献は5件 （No.4，5，8，9，10）であった。研究デ
ザインは，事例研究が1件（No.3）で，それ以外の
9件は量的研究であった。チームの活動場所は，病
院別では基幹病院が1件（No. 1），急性期病院が4
件（No.2，5，9，10），精神科病院が4件（No.3，6，
7，8），医療センターが1件（No.4）であった。チー
ム活動では病棟の医師や看護師以外にも委員会やプ
ロジェクト活動をとおして，さまざまな職種と家族
（No.9）が関わっていた（表1-1，1-2，1-3，参照）。
身体拘束最小化を目指したチーム医療の効果は，身
体拘束率の低下（No.1，2，4，5，6，8，9，10），
身体拘束時間の短縮（No.4，7），長期にわたる身
体拘束の解除（No.3）等，全ての文献で効果があっ
たことが報告されていた。また，身体拘束の最小化
に伴って転倒（No.9）や治療中断（No.9，10）の
発生率も増加しなかったことを報告している文献も
あった。 
２．身体拘束最小化を目指したチーム医療の実践

　身体拘束最小化を目指したチーム医療の実践を類
似性の観点から抽象度を上げて整理した結果，「身
体拘束に関する医療者のスキルアップ促進」「身体
拘束に至る手順と適切性の明確化」「多面的なアセ
スメントによる治療・ケアの検討と継続的な実践」「身
体拘束最小化を目指した取り組みの評価」「チーム
医療を支える管理的支援」の5つに分類された（表2）。

1）身体拘束に関する医療者のスキルアップ促進
　身体拘束に関する院内教育・研修は，2文献
（No.1，2）に記載されており，認知症の基礎知
識，環境調整，コミュニケーション，パーソン・セ
ンタード・ケア（No.1），BPSDに対する薬物療法
（No.2）等がテーマとなっていた。専門領域の高度
な実践力を有する医療者からの教育的支援は，5文
献（No.2，3，5，9，10）に記載されており，医師
によるABA（applied behavior analysis）のツール
を用いた機能分析の指導（No.3），身体拘束の使用
と有害事象に関するエビデンスの検討と戦略につい
て老年医学者が主導した医師間の議論（No.5），老
年看護ナースプラクティショナーによる身体拘束の
定義の確認，身体拘束に関する誤った信念と実際の
結果についての議論，代替となる看護戦略について
の説明（No.5）等が挙げられていた。看護師のオ
ピニオンリーダーの育成は，1文献（No.5）に記載
されていた。 
2）身体拘束に至る手順と適切性の明確化
　入院時のスクリーニングの実施は3文献（No.1，2，
4）に記載されていた。認知症ケアチームが介入す
る対象者選定のための「認知症高齢者の日常生活自
立度判定基準」を用いたスクリーニング（No.1，2），
NICU病棟（神経学的集中治療室）において，身体
拘束のハイリスク患者選定のためのABCDEF指標
（表1-2参照）を用いたスクリーニング（No.4）が

4 
 

表 2 身体拘束最小化を目指したチーム医療の実践 

大項目 項目 文献番号     
身 体 拘 束 に 関 す る 医 療 者 の ス キ ル ア ッ

プ促進  

・身体拘束に関する院内教育・研修  

・高度な実践力を有する医療者からの教育的支援  

・看護師のオピニオンリーダーの育成  

1 ,  2  

2 ,  3 ,  5 ,  9 ,  1 0

5  

身体拘束に至る手順と適切性の  

明確化  

・スクリーニングの実施  

・身体拘束に関するプロトコールの使用  

・身体拘束の適切性に関する多職種のコンサルテー  

ション  

・法律に基づいた身体拘束の目的の確認  

1 ,  2 ,  4  

4  

4  

 

6  

多面的なアセスメントによる  

治療・ケアの検討と継続的な実践  

 

・カンファレンスの実施  

・回診の実施  

・身体拘束の原因となる行動を踏まえた介入の検討  

・情報共有の工夫  

・身体拘束最小化を日々意識した実践  

・他部門との連携  

・チーム医療におけるコミュニケーションの工夫  

全文献  

1 ,  2 ,  5 ,  9 ,  1 0

全文献  

全文献  

4 ,  6 ,  7 ,  9 ,  1 0

2  

1 ,  2  

身 体 拘 束 最 小 化 を 目 指 し た 取 り 組 み の

評価  

・日々の患者の状態の評価  

・身体拘束のデータの集計  

4 ,  6 ,  1 0  

1 ,  2 ,  5 ,  9 ,  1 0

チーム医療を支える管理的支援  ・組織的なサポート  

・管理職への働きかけ  

1 ,  2 ,  5 ,  8  

5 ,  1 0  

 

 

表2　身体拘束最小化を目指したチーム医療の実践
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行われていた。身体拘束の使用に関するプロトコー
ルの使用と身体拘束の適切性に関する多職種のコン
サルテーションは，1文献（No.4）に記載されており，
身体拘束に至る手順を標準化し4つのステップに分
けてフローチャートを作成し，看護師が指標を用い
て身体拘束の判断を行った後，医師，看護師，薬剤
師，呼吸療法士によるコンサルテーションが行われ
た。法律に基づいた身体拘束の目的の確認は1文献
（No.6）に記載されており，精神保健福祉法におけ
る身体拘束目的の3項目を提示し，現在の身体拘束
の目的を確認したことが示されていた。 
3） 多面的なアセスメントによる治療・ケアの検討
と継続的な実践

　情報共有の工夫，カンファレンスの実施，身体拘
束の原因となる行動を踏まえた介入の検討は，全
文献に記載があった。情報共有の工夫では，専用
のフォーマット（No. 1，2，6，8） やアセスメント
シートの活用（No.3），身体拘束の理由，代替方法，
ケアプランを含む情報が記載されたポスター掲示
（No.5）等の方法が行われていた。カンファレンス
の開催は，最多が週1回で3件（No.1，5，9，10）
であり，最大頻度は毎日で2件（No.6は休日以外，
No.10は専門看護師と担当看護師のみ），最小頻度
は月１回で1件（No.7）であった。回診の実施は，
5件（No.1，2，5，9，10）の文献に記載されてい
た。カンファレンスや回診では，病棟内外の多職種
が身体拘束の原因となる行動の要因を多面的にアセ
スメントしたうえで治療・ケア方法を選択し実施し
ていた。具体的な内容としては，薬剤検討（No.1，2，
7），治療機器の管理（No.1，10），環境整備（No.1，
2），歩行訓練（No.7），離床・活動の促し（No.1，2，
7），排尿誘導（No.1）等が挙げられていた。身体
拘束最小化を日々意識した実践は，5文献（No.4，6，
7，9，10）に記載があり，毎日のカンファレンス
で話し合う（No.6），日勤開始時に行動制限患者の
計画の読み上げ（No.7），申し送り時に計画の変更
点を話し合う（No.9）等が行われていた。他部門
との連携は，1文献（No.2）に記載があり，日常生
活動作の拡大，摂食・嚥下の評価・訓練の目的でリ
ハビリテーション科，食事内容や食具の相談のため

栄養科などと連携したことが報告されていた。チー
ム医療におけるコミュニケーションの工夫は，2文
献（No.1，2）に記載があり，心理的安全となるよ
うな話しやすい雰囲気を作ったり（No.2），病棟が
行っているケアに対して承認やポジティブフィード
バック（No.1，2）を行っていた。
4）身体拘束最小化を目指した取り組みの評価
　患者の状態の評価は，3文献に記載されており
（No.4，6，10），専門看護師とプライマリーナース
による毎日の回診（No.10），毎日のカンファレン
ス後に行動制限最小化計画に基づいて看護計画の評
価と修正（No.6），多職種による継続的なモニタリ
ングと身体拘束の適切性の評価（No.4）が行われ
ていた。No.4の文献では，多職種による継続的な
患者のモニタリングと身体拘束の適切性の再評価に
ついて記載されていた。身体拘束のデータの集計は，
5文献に記載されており（No.1，2，5，9，10），毎
月の該当患者数や身体行動制限実施患者数等をデー
タ集計し認知症ケアチームに報告（No.2）， 毎月病
棟の担当者と臨床医個人に集計形式で提供（No.10）
等が報告されていた。 
5）チーム医療を支える管理的支援
　組織的なサポートは，4文献（No.1，2，5，8）
に記載されており，認知症ケアチーム立ち上げと同
時に身体拘束最小化を目指した病院の方針を明確
化（No.1），看護部との協働（No.2），身体拘束を
最小化するために品質向上チームに協力するよう
に組織から各病棟にメールで通知（No.5）といっ
たサポートが挙げられていた。看護部との協働では，
「身体行動制限ゼロを目指す」という看護部の目標
に沿った目標管理，病院のクリニカルラダーレベル
への「認知症看護」の研修の取り入れ等が行われて
いた。No.8の文献では，機械的拘束が行われた場
合，実施されている部署の医務部長または医務部長
補佐，臨床監督者，看護師長からなる身体拘束対
応チームが身体拘束後24時間以内に患者の主治医，
担当看護師，臨床医で構成されるチームと面談し対
策について協議（No.8）したことが報告されてい
た。管理職への働きかけは，2文献（No.5，10） に
記載されており，多職種チームは身体的拘束最小化
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に向けて管理職の支援・協力が得られるように，病
棟の看護師長と医療業務指導チームを含む看護師の
リーダーシップ（No.5），管理関係者（病院，看護部，
法律関係者）（No.10）に働きかけていた。

Ⅳ．考察
１．身体拘束最小化を目指したチーム医療に関する

研究における今後の課題

　量的研究が9件で質的研究が1件（No.3） のみで
あった。これは，9件の量的研究の目的が身体拘束
最小化を目指した委員会活動やプロジェクトの効果
をみることであったことによると考える。質的研究
が少なく，身体拘束最小化を目指して多職種がどの
ように連携を進めているのかという過程や，その中
での各専門職の思い等を質的研究で明らかにしてい
くことも効果的なチーム医療への支援を考えるうえ
で重要である。また，行動制限最小化委員会が主体
となって行っている活動報告は今回の文献検討の対
象には含まれなかったため，今後は行動制限最小化
委員会の活動におけるチーム医療について実態調査
を進めていく必要がある。
２．精神科医療において身体拘束最小化を促進する

ための効果的なチーム医療

　結果で明らかとなった身体拘束最小化を促進する
チーム医療の5つの実践の「チーム医療を支える管
理的支援」「身体拘束に関する医療者のスキルアッ
プ促進」は組織の土台作りにあたる実践，「身体拘
束に至る手順と適切性の明確化」「多面的なアセス
メントによる治療・ケアの検討と継続的な実践」は
対象者に対する実践，「身体拘束最小化を目指した
取り組みの評価」は実践の評価である。これらの結
果を踏まえて， 本邦の精神科医療において身体拘束
最小化を促進するための効果的なチーム医療に必要
な視点について検討する。 
1）組織の管理者の積極的関与
　No.1の文献のように組織が身体拘束最小化を目
指し方針を明確化することで下部組織も足並みを揃
えて目標に向かって進んでいけるため，他部門や多
職種との連携がとりやすくなることが推測される。
また，No.2のように目標管理を利用して，組織の

身体拘束最小化の方針を踏まえて，看護部，部署，
個人で目標をつなぐことで，身体拘束最小化に向け
て一人ひとりの看護師が主体的に取り組むことがで
きやすくなると考える。隔離・身体拘束最小化に向
けてアメリカの精神保健領域で推進されている6つ
のコア戦略は ,「組織改革のためのリーダーシップ」
「データ利用」「院内スタッフの強化」「隔離・身体
拘束使用防止ツールの利用」「入院施設での患者の
役割」「デブリーフィング」であり，「組織改革のた
めのリーダーシップ」では，経営幹部が「現場に立
ち会うこと」が取り組みの核となるとしている（野
田他，2010） 。文献検討の対象には，経営幹部であ
る管理者のチームへの積極的関与について報告して
いるものはみられなかったが，管理者が身体拘束最
小化を目指すチームの一員として実際に現場に足を
運び，身体拘束を受けている患者の環境や治療・ケ
アについて他の医療者と話し合うことは，チームの
士気を高め身体拘束最小化を促進する原動力になる
と考える。
2）高度な実践力を有する医療者からの教育的支援
　医療者のスキルアップとして，院内研修で認知症，
転倒転落，コミュニケーション等がテーマとして取
り上げられており（No.1，2） ，身体拘束の対象と
なりやすい疾患の特性，対象者への関わり方につい
ての基礎的な知識を学ぶ機会となっていると考えら
れる。一方で，身体拘束の背景には，医療者の「安
全」を守ることへの強い責任感があり，患者に罪悪
感をもちつつも安全のためには仕方がないとジレン
マを抱えながら身体拘束を実施している看護師も少
なくない（山岡他，2018）。身体拘束を実施しない，
または解除することで自傷他害，転倒転落，チュー
ブ類の抜去等の医療事故が起きるかもしれないとい
う不安を医療者が抱えていれば，身体拘束最小化に
積極的になれないのは想像に難くない。認知症看護
認定看護師，老年領域や精神領域の専門看護師・医
師等，専門領域の高度な実践力を有する医療者が，
病棟の医療者に身体拘束に伴うさまざまな弊害を説
明したり，エビデンスに基づいた戦略について紹介
したり，臨床の医療者が抱える懸念事項や対策につ
いて一緒に話し合う機会をもつことで，身体拘束に
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頼らない質の高いチーム医療が提供できるようにサ
ポートしていくことが重要である。 
3）予防的介入の視点
　No.1・2の文献では認知症ケア加算の対象となる
患者をチームが介入する対象者として選別しており，
認知症高齢者の中でもとくに身体拘束のハイリスク
な患者に焦点化して予防的介入をはかることが可能
であったと考えられる。一方で，精神症状の急性増
悪に伴い自他の安全を守ることが難しくなり身体拘
束を受ける患者の場合は，認知症高齢者への対応の
ようにスクリーニングで選別することは難しい。そ
のため，日頃から患者の様子を細やかに観察し，変
化が感じられたら身体拘束を避けるために予防的な
視点をもって，チームでどのような対応ができる
かを早期に検討していくことが必要であると考え
る。精神科病院で身体拘束を受ける患者は，認知症
患者だけでなく統合失調症患者も多い（厚生労働省，
2020）。統合失調症患者の場合，認知症ケア加算の
ような「身体拘束実施日は100分の60に減算する」
といった身体拘束最小化を促進するための診療報酬
上の仕組みがなく，そのような経済的な事情も精神
科医療において身体拘束最小化が進みにくい一因か
もしれない。
4） 多職種による多面的なアセスメントと身体拘束
の適切性の判断

　「身体拘束予防ガイドライン」（日本看護倫理学
会，2018） では，No. 4の文献のように身体拘束の
実施が決定するまでに代替方法の検討や多職種によ
るチームカンファレンスの開催など，複数のステッ
プからなる手順が推奨されている。一方で精神科病
院では，精神保健福祉法で精神保健指定医が身体拘
束の実施・解除の判断を行うことが規定されている。
臨床では主に病棟の看護師と医師が相談して実施の
判断がなされているが，少数の職種から得られる情
報やアセスメントの視点は限られるため，患者に関
わる複数の多職種で身体拘束の適切性や，身体拘束
を防ぐためのあらゆる方策を話し合うプロセスを踏
むことが肝要であると考える。精神症状の急性増悪
時など緊急性が高い時は，身体拘束開始後できるだ
け速やかに多職種でのカンファレンスを開き，身体

拘束解除に向けた目標設定や治療・ケア方法につい
て話し合うことは可能ではないだろうか。多職種で
のカンファレンスは週1回が3件（No.1，5，9）で最
も多かったが，身体拘束はさまざまな弊害があり侵
襲度の強い処置であるため，予防と早期解除を常に
意識し，短時間でも多職種が集まり，日々の患者の
状態や行っている治療・ケア方法の有効性，身体拘
束の適切性について評価することが大切であると考
える。看護師は医療安全の側面に十分注意しながら
も，患者の生活環境を整えたり，セルフケアを援助
したり，関係性を築いていく中で気づいた患者の思
いや変化，ストレングスを多職種と共有し，早期解
除に向けた介入につなげていくことが重要である。
5）データの活用
　5文献（No.1，2，5，9，10）で身体拘束の実施
率や期間に関するデータが集計されていたが，そ
のデータを医療者へフィードバックしているとい
う報告は，2件（No.2，10）のみであった。アメリ
カの隔離・身体拘束最小化のためのコア戦略（野田，
2010）にも「データ利用」が含まれているが，身
体拘束の最小化を目指して行った活動の効果がデー
タとして可視化されることで，活動が功を奏してい
ればチームの自信やモチベーションにつながり，効
果が出ていなければ，計画を迅速に修正することが
できる。そのため，事務部と連携し，身体拘束に関
するデータをチームの医療者にタイムリーにフィー
ドバックしていく仕組みが重要である。 

本研究の限界と課題
　文献数が少なく，国内と海外での医療システムや
各専門職の役割・機能の違い，精神科病院とその他
の医療施設での特性の違いの影響も考えられるため，
結果を一般化するには限界がある。今後は，本研究
で得られた身体拘束最小化を促進するためのチーム
医療に関する知見の有効性について検討し，精神科
病院において身体拘束最小化を促進するための支援
について調査を重ねていくことが課題である。

Ⅴ．結論
1．  身体拘束最小化を目指したチーム医療に関する
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国内外の10件の文献を整理した結果 , 「身体拘
束に関する医療者のスキルアップ促進」「身体
拘束に至る手順と適切性の明確化」「多面的な
アセスメントによる治療・ケアの検討と継続的
な実践」「身体拘束最小化を目指した取り組み
の評価」「チーム医療を支える管理的支援」と
いう5つの実践が行われていることが明らかと
なった。 

2．  精神科医療において身体拘束最小化を促進する
ための効果的なチーム医療に必要な視点として，
1）組織の管理者の積極的関与，2）高度な実践
力を有する医療者からの教育的支援，3）予防
的介入の視点，4）多職種による多面的なアセ
スメントと身体拘束の適切性の判断，5）デー
タの活用，が示唆された。

利益相反
　本研究による利益相反は存在しない。
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